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１．支援決定の状況 

〇累計の支援決定件数・・・・・・１０４件 
 （２４年３月初～１２月２６日）  

※岩手県４４件、宮城県４８件、福島県６件、その他地域６件  
 
〇内、１２月の支援決定件数・・・・・・・・・・・４０件 
※前回公表（１２月１８日）以降の支援決定件数・・・３０件 
※これまでの月別決定件数 
  ・・・５月１件、６月３件、７月６件、８月５件、９月２２件、１０月１３件、１１月１４件 
 
○累計の相談受付件数・・・・・・・・・・・・・・８７３件 
※岩手県１９４件、宮城県４０９件、福島県１３３件、その他地域１３７件 
 

〇買取対象債権の元本総額等 

（１）買取対象債権の元本総額・・・・・・・・・２０６億円 

  ※買取対象債権１００件 
 
    債務免除の総額・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・６４億円 
    ※債務免除４７件 
 
（２）出資予定額・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４０億円 
  ※出資予定２件 
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１．支援決定の状況 

○今月の特徴的事例① 
 
（第６６号支援決定※１２月１８日公表済） 
 福島県浜通りの衣料品小売業者。原発事故の影響により、これまでの主要な顧客層  
 が避難したことで売上が大幅に減少。新たな顧客層を対象とした商品を主力に切り替 
 えることで売上回復を目指す。機構の支援内容は、震災前債権の買取り、元金支払  
 猶予、利息減免を予定。 
 
（第６７号支援決定※１２月１８日公表済） 
 茨城県の酒類製造業者。震災により工場及び設備が損壊し、現在修復中。機構の支 
 援内容は震災前債権の買取り、元金の支払い猶予及び利息減免を予定。 
 茨城県で初の支援決定案件 
 
（第８０号支援決定） 

 岩手県沿岸部の船舶修理請負業者。津波により工場・倉庫が全壊。機構の支援内容  

 は、震災前債権の買取り、元金支払猶予、金利減免を予定。 

 

（第９６号支援決定） 

 宮城県仙台市の農業経営者。津波により自宅が全壊し、全ての農業設備が流出。支  

 援内容は、震災前債権の条件変更、将来の資金需要発生時に機構によるつなぎ融 

 資、新規融資への保証を予定 
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１．支援決定の状況 

○今月の特徴的事例② 
 

（第１０３号支援決定） 

宮城県沿岸部の建築業者。津波により本社、工場、機械設備、原材料ほぼ全ての資産

が全壊流出。新規分野への進出や同社の技術力を生かすことで再生を図る。機構の支

援内容は、震災前 債権の買取り、元金支払猶予、金利減免、一部債務免除を予定。 

 

（第１０４号支援決定） 

岩手県沿岸部の水産加工業者。震災以前より抜本的な再生に取り組んでいたところ、

津波により工場、在庫が流出。営業体制の強化等により再生を図る。機構の支援内容

は震災前債権の買取り、元金支払猶予、金利減免、一部債務免除を予定。 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

      



5 

○支援決定一覧（７５号～１０４号） 

１．支援決定の状況 

所在地等 業種 関係金融機関 被災状況 支援の内容 

第75号 宮城県沿岸部 水産加工業者 県内金融機関他 津波により、本社・店舗・工場施
設及び在庫が全て全壊流出 

震災前債権の買取り、元金支払猶予、金利減免、 

第76号 宮城県沿岸部 造船修理業者 県内金融機関他 津波により、本社工場・倉庫・設
備・在庫が全壊流出 

震災前債権の買取り、元金支払猶予、金利減免 

第77号 岩手県沿岸部 運送業者 県内金融機関他 津波により、本社事務所、設備が
全壊流失し、車両２台流出 

震災前債権の買取り、元金支払猶予、金利減免、
一部債務免除 

第78号 宮城県沿岸部 水産加工物販売業者 県内金融機関他 津波により本社が全壊し、車輌も
流失 

震災前債権の買取り、元金支払猶予、金利減免 

第79号 宮城県沿岸部 生花販売業者 県内金融機関他 津波により店舗、在庫、車輌設備
等が流失 

震災前債権の買取り、元金支払猶予、金利減免、
一部債務免除 

第80号 岩手県沿岸部 船舶修理請負業者 県内金融機関他 津波により工場・倉庫が全壊 震災前債権の買取り、元金支払猶予、金利減免 

第81号 宮城県沿岸部 氷販売業者 県内金融機関他 津波により保有車両が流出。仕
入先も津波により全壊し、休業 

震災前債権の買取り、元金支払猶予、金利減免 

第82号 岩手県沿岸部 生花販売業者 県内金融機関他 津波により店舗が浸水、販路減
少 

震災前債権の買取り、元金支払猶予、金利減免、
一部債務免除 

第83号 青森県沿岸部 船舶修理業者 県内金融機関他 津波により設備等が流出。得意
先の船が流され売上減少 

震災前債権の買取り、元金支払猶予、金利減免 

第84号 宮城県沿岸部 活魚販売業者 県内金融機関 津波により施設が流出し、設備も
故障 

震災前債権の買取り、元金支払猶予、金利減免 

第85号 宮城県沿岸部 水産物加工業者 県内金融機関他 津波により工場及び施設が全壊
し、事業用資産がほぼ全て喪失 

震災前債権の買取り、元金支払猶予、金利減免、
一部債務免除 

第86号 宮城県沿岸部 飲食業者 県内金融機関他 津波により店舗が損壊 震災前債権の買取り、元金支払猶予、金利減免 

第87号 岩手県沿岸部 酒類・食品等販売業者 県内金融機関他 震災により自社倉庫が全壊、津
波により設備等が流出 

震災前債権の買取り、元金支払猶予、金利減免、
一部債務免除 

第88号 岩手県沿岸部 製造業者 県内金融機関他 津波により社屋が損壊し、設備、
原材料、仕掛品が流出 

震災前債権の買取り、元金支払猶予、金利減免、
一部債務免除 

６５号～７４号については、１２月１８日に公表済み 
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所在地等 業種 関係金融機関 被災状況 支援の内容 

第89号 宮城県沿岸部 水産加工業者 県内金融機関他 津波により本社工場、店舗が浸水し、
設備も流出 

震災前債権の買取り、元金支払猶予、金利減免、
一部債務免除 

第90号 宮城県仙台市 運送業者 県内金融機関他 津波により事務所、車両が流出 震災前債権の買取り、元金支払猶予、金利減免 

第91号 宮城県沿岸部 不動産賃貸業者 県内金融機関 津波により賃貸用物件が全て流出 震災前債権の買取り、元金支払猶予、金利減免 

第92号 宮城県沿岸部 不動産賃貸業者 県内金融機関 津波により賃貸用物件が全て流出 震災前債権の買取り、元金支払猶予、金利減免 

第93号 宮城県沿岸部 不動産賃貸業者 県内金融機関 津波により賃貸用物件が全て流出 震災前債権の買取り、元金支払猶予、金利減免 

第94号 岩手県沿岸部 自動車整備・販売業者 県内金融機関他 津波により工場が流出 震災前債権の買取り、元金支払猶予、金利減免、
一部債務免除 

第95号 岩手県沿岸部 金属機械整備工事業者 県内金融機関他 津波により工場が損壊し、機械等の
設備が滅失 

震災前債権の買取り、元金支払猶予、金利減免 

第96号 宮城県仙台市 農業経営者 県内金融機関他 津波により自宅が全壊し、農業設備
が全て流出 

震災前債権の条件変更、つなぎ融資、新規融資
への保証 

第97号 岩手県沿岸部 食品製造業者 県内金融機関他 津波により本社工場が流出全壊 震災前債権の買取り、元金支払猶予、金利減免 

第98号 岩手県沿岸部 機器部品組立業者 県内金融機関他 津波により取引先が全壊したことか
ら売上が大幅に減少 

震災前債権の買取り、元金支払猶予、金利減免、
一部債務免除 

第99号 岩手県沿岸部 小売業者 県内金融機関他 津波により店舗が全壊流出 震災前債権の買取り、元金支払猶予、金利減免、
一部債務免除、新規融資への保証 

第100号 岩手県沿岸部 製造業者 県内金融機関他 取引先被災により売上急減 震災前債権の買取り、元金支払猶予、金利減免、
一部債務免除、新規融資への保証 

第101号 岩手県沿岸部 飲食業者 県内金融機関 津波により店舗が流出 震災前債権の買取り、元金支払猶予、金利減免 

第102号 宮城県沿岸部 小売業者 県内金融機関他 津波により店舗兼自宅が全壊流出 震災前債権の買取り、元金支払猶予、金利減免、
一部債務免除 

第103号 宮城県沿岸部 建築業者 県内金融機関他 
 

津波により本社、工場、機械設備、
原材料ほぼ全ての資産が全壊流出 

震災前債権の買取り、元金支払猶予、金利減免、
一部債務免除 

第104号 岩手県沿岸部 水産加工業者 県内金融機関他 津波により工場、在庫が流出 震災前債権の買取り、元金支払猶予、金利減免、
一部債務免除 

１．支援決定の状況 
○支援決定一覧（７５号～１０４号） 



７ 

相談・依頼受付件数    ８７３件（＋６９） 

① 制度に関する質問等で説明や助言等で一旦は終了しているもの   うち３２４件（＋２２） 
②  支援に関する相談に入っているが待機中のもの 
例えば 

・事業を再開する用地の見通しがついた段階で、当機構での具体的な相談
進めていきたいという事業者の意向で、現在待機の状態となっているもの 

・助成金を申請中であり、待機の状態となっているもの 

  

うち２８４件（＋２０） 
  

③ 事業者や金融機関と具体的な協議を行っているもの    
           

    うち５２件（＋５） 

④ 社内方針決定済（③の調整を経て、支援決定に向けた最終調整中）   うち１０９件（▲１８） 

⑤ 支援決定を行ったもの 
  ＜うち買取決定を行ったもの＞ 

  うち１０４件（＋４０） 
＜５１件＞ 

前向検討先 

２６５件

（＋２７） 

○説明会・相談会の実施累積回数 ・・・・・ ９５０ヶ所（うち、金融機関３６７ヶ所） 

２．相談受付・支援決定に向けた作業の状況 
  （１２月２６日時点） 

 

○相談受付状況、作業状況 

（）の数字は１１月３０日時点からの増減 

具体的相談中 

５４９件 
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買取決定 

  
支援決定 

 

支援決定に向けて 
最終調整中 

  
具体的協議中 

  
合計 

個人事業 １１ １０ 

  

９ ６ ３６（＋６） 

製造業 １８ １６ ４６ １１ ９１（＋１０） 

非製造業 １９ ２５ ４７ ３２ １２３（＋１１） 

医療福祉 １ ０ ３ １ ５（±０） 

農水産業 ２ ２ ４ ２ １０（±０） 

合計 ５１ ５３ （０） １０９ ５２ ２６５（＋２７） 

３．前向検討先の業種別・地域別・規模別一覧 
（ア）前向検討先の業種別一覧（1２月２６日時点） 

 

うち関係金融機関 

の機関決定待ち 

（）の数字は１１月３０日時点からの増減 
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  １０名以下 １０名超１００名以下 １００名超５００名以下 ５００名超 合計 

農業関連 ６ ２ １ ０ ９（＋１） 

畜産関連 １ ２ ０ ０ ３（±０） 

水産関連 ４３ ４２ ０ １ ８６（＋９） 

  漁業 ３ ３ ０ ０ ６（＋１） 

  水産加工 ２７ ３４ ０ ０ ６１（＋５） 

  その他（水産卸売等） １３ ５ ０ １ １９（＋１） 

建設・土木 １３ ５ ０ ０ １８（＋４） 

造船関連 ３ ２ １ ０ ６（±０） 

自動車関連（整備・販売等） ７ ０ ０ ０ ７（＋２） 

食品製造 ７ ６ １ ０ １４（＋２） 

  菓子製造 ３ ４ ０ ０ ７（＋１） 

  その他（酒造等） ４ ２ １ ０ ７（＋１） 

その他製造 ８ １５ ０ ０ ２３（＋５） 

運輸・倉庫 ５ ８ ０ ０ １３（±０） 

卸売業 ５ ０ ０ ０ ５（±０） 

小売業 ２１ １１ ０ ０ ３２（＋１） 

不動産 ６ ０ ０ ０ ６（±０） 

飲食業 １１ ３ ０ ０ １４（＋３） 

観光関連（宿泊業等） ５ ７ １ ０ １３（＋２） 

生活関連サービス（理美容・冠婚葬祭等） ４ ２ １ ０ ７（±０） 

医療・介護 ２ ２ ２ ０ ６（±０） 

その他業種 １ ２ ０ ０ ３（±０） 

合計 １４８ １０９ ７ １ ２６５（＋２７） 

（）の数字は１１月３０日時点からの増減 

３．前向検討先の業種別・地域別・規模別一覧 
 

 
（イ）前向検討先の業種分野別・従業員数別の一覧（1２月２６日時点） 
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※その他地域は、北海道、青森県、新潟県、茨城県、栃木県、千葉県、群馬県、長野県、静岡県が含まれます。 

※大口＝借入金の総額が１０億円以上、中口＝１～１０億円未満、小口＝１億円未満 

 

被
災
地
区
分 

岩手県 宮城県 福島県 そ
の
他
地
域 

被
災
地
合
計 

宮
古
・久
慈
・沿
岸
北 

釜
石
・大
船
渡
・沿
岸
南 

盛
岡
・北
上
・一
関 

気
仙
沼
・南
三
陸 

石
巻
・女
川 

仙
台
市
・塩
竈
・沿
岸
北 

名
取
・沿
岸
南
・内
陸 

浜
通
り 

中
通
り 

会
津 

支援決定 
（買取決定済） 

１９ 
（１１） 

２３ 
（１０） 

２ 
（２） 

１３ 
（５） 

２３ 
（９） 

７ 
（５） 

５ 
（２） 

４ 
（３） 

２ 
（２） 

６ 
（２） 

１０４ 
（５１） 

県別合計 
４４ 
（２３） 

４８ 
（２１） 

６ 
（５） 

６ 
（２） 

１０４ 
（５１） 

大口 ３ ２ １ ２ ８ 

中口 ７ ４ ４ ９ １７ ５ １０ ４ ５ １６ ８１ 

小口 １０ １０ ６ １１ ２ １２ ３ ２ １６ ７２ 

県別総計 ７９ １２５ ２１ ４０ ２６５ 

９月末比 ＋２３ ＋１７ ＋２ ＋２０ ＋６２ 

３．前向検討先の業種別・地域別・規模別一覧 
 

 
（ウ）前向検討先の地域別・規模別一覧（1２月２６日時点） 
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４．これまでの支援内容の特徴 

支援手法分類 

債権買取 一部債務免除 新規融資への保証 出資 

１００件 ４７件 １５件 ２件 

（注）同一の案件について、複数の支援手法を用いている場合があるため、支援決定数とは一致しません。 

（イ）債権買取価格の分布 

支援手法分類（債権買取１００件） 

１億円未満 １億円以上１０億円未満 １０億円以上 

７９件 ２０件 １件 

○買取対象債権元本総額・・・・２０６億円 

○支援後予定雇用者数・・・・・・１８００名 

本件に関するお問い合わせ先  

（株）東日本大震災事業者再生支援機構      仙台本店 業務部（担当：村上、齊藤）          Ｔｅｌ：０２２‐３９３‐８５５０ 
                              東京本部 企画調整室（担当：石田、加藤）        Ｔｅｌ：０３-６２６８-０１３２ 

（ア）支援の内容別分類 


